
  

 

 

 

平成２８年度 

稚内市教育委員会活動状況 

に関する点検・評価報告書 

 

 

 

 

 

平成２９年１２月 

稚内市教育委員会 

  



  

目  次 

 

Ⅰ はじめに  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

 １ 点検・評価の趣旨 

 ２ 点検・評価の対象 

 ３ 点検・評価の方法 

 ４ 点検・評価結果の公表 

 

Ⅱ 教育委員会の活動状況について  ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

 １ 教育委員の選任状況 

 ２ 教育委員会の会議開催状況、学校視察及びその他の活動 

 ３ 今後の活動について 

 

Ⅲ 教育委員会の施策に関する評価  ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

 ●点検・評価結果の構成について 

 

 重点取組１：学力向上対策事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

  （１）放課後学力グングン塾開催事業 

 

 重点取組２：教育関係施設整備の取組 ・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

  （１）稚内南小学校整備事業 

  （２）体育施設整備事業 

  （３）南児童館運営事業 

 

 重点取組３：教育関係施設のリニューアル ・・・・・・・・・・・・・・１２ 

  （１）北方記念館管理事業 

  （２）青少年科学館管理運営事業 

  （３）水族館施設維持管理事業 

 

重点取組４：子育て運動の展開と青少年交流の推進 ・・・・・・・・・・１５ 

  （１）子育て推進事業 

  （２）青少年交流体験事業 

 

重点取組５：子育て支援環境の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

  （１）教育相談・不登校対策事業（子どもの貧困問題） 

  （２）稚内市特別支援教育推進委員会運営事業 

  （３）家庭児童相談・母子家庭自立支援事業 

    

重点取組６：学校給食費負担半減と地産地消の取組実施 ・・・・・・・・２０ 

  （１）学校給食費助成事業 

  （２）学校給食地場産物提供事業 

 

重点取組７：文化振興と郷土芸能推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

  （１）稚内文化事業振興協議会事業費補助事業 

 

 



  

 

重点取組８：生涯教育の推進と支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

  （１）社会教育推進事業 

  （２）図書館活動事業 

  （３）平和マラソン・平和駅伝開催事業 

 

重点取組９：地方教育行政の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

  （１）新教育委員会制度事業 

 

Ⅳ 学識経験者の意見  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７ 

  



  

Ⅰ はじめに 

 

 １ 点検・評価の趣旨 

   平成 19年６月に、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が改正さ

れ（平成 20 年４月１日施行）教育委員会は、毎年、その権限に属する事務の管理

及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、

議会に提出するとともに、公表をすることとされました。 

   本市教育委員会では、同法の規定に基づき、教育委員会が行った点検評価の結果

をまとめ、報告書を作成しました。 

   

※ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 点検・評価の対象 

   点検・評価は、平成 28年度に実施した教育委員会の重点取組及び「平成 28年度

教育行政執行方針」の施策の中から 19事業を選定しました。 

   また、教育委員会会議の開催状況や教育委員の活動状況など、教育委員会の活動

そのものについても評価を実施しました。 

 

 ３ 点検・評価の方法 

 （１）点検・評価の視点 

    教育委員会会議の開催や教育委員の活動など、教育委員会の活動状況について

明らかにし、課題等と今後の取り組みの方向を示しています。 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定に

より教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項

の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び

執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識

経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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 （２）学識経験者の知見の活用 

    教育委員会の活動状況や教育に関する施策・事業の執行状況の点検・評価の客

観性を確保し、今後の取り組みへの活用を図るため、教育に関して学識経験を有

する方から点検及び評価に対する意見や助言をいただきました。 

本報告書に付して報告します。 

 

氏   名 所 属 等 

安 藤  友 晴 稚内北星学園大学 情報メディア学部学部長 

舘 野    薫 稚内市校長会 会長 

 

 ４ 点検・評価結果の公表 

   本報告書を議会へ提出するとともに、教育委員会のホームページなどへ掲載いた

します。 
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Ⅱ 教育委員会の活動状況について 

 

 １ 教育委員の選任状況 

   教育委員は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、教育、学

術、文化などに関して識見を有する人の中から、市長が議会の同意を得て任命して

おります。 

   稚内市教育委員会は、次の５名の委員で構成し、様々な面からの意見を教育行政

に反映されるような構成に努めております。 

【稚内市教育委員会委員一覧】           （平成 29 年３月 31 日現在） 

職 名 氏  名 委員就任年月日 備 考 

職務代理者 井 上 幹 雄 平成 14 年 ６月 21 日～ ４期目 

委   員 大 山   隆 平成 18 年 ４月 １日～ ３期目 

委 員 森   容 子 平成 26 年 ６月 17 日～ ２期目 

委 員 佐 賀 孝 博 平成 28 年 10 月 １日～ １期目 

教 育 長 表   純 一 平成 24 年 11 月 １日～ ２期目 

  

 ※地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

   第５条 教育長の任期は３年とし、委員の任期は４年間とする。ただし、補欠 

    の教育長又は委員の任期は、前任者の後任期間とする。 

   ２ 教育長及び委員は、再任されることができる。 

   

２ 教育委員会の会議開催状況、学校視察及びその他の活動 

   教育委員会の会議は、５人の教育委員が学校をはじめ社会教育・文化・スポーツ

などに関する事務の管理及び執行の基本的な方針、教育委員会規則の制定など、教

育に関する様々な議題について審議しております。 

 

 （１）教育委員会会議 

    教育委員会の会議には定例会と臨時会があり、定例会は原則として月に１度、

臨時会は必要に応じて開かれます。 

    平成 28 年度は、計 14 回開催し、事務局から付議案件の提案理由やその内容に

ついての説明が行われた後、教育委員の質疑、審議をされております。  
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開  催 案  件 

平成 28 年 

第５回教育委員会会議 

平成 28 年４月 27 日 

【議案】 

◎稚内市教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則につい

て 

◎稚内市教育委員会事務決裁規程の一部を改正する訓令について 

【報告】 

○旧大谷高等学校跡地に係る体育施設の整備について 

平成 28 年 

第６回教育委員会会議 

平成 28 年５月 27 日 

【議案】 

◎平成 28年度 夢広がる学校づくり推進事業について 

【報告】 

○平成 28年度 稚内市一般会計教育費６月補正予算について 

○少人数学級の編成について 

○稚内市学校教育推進計画の５年次評価について 

○幼稚園・保育所における保育料の一部変更について 

平成 28 年 

第７回教育委員会会議 

平成 28 年６月 29 日 

【議案】 

◎稚内市学校管理規則の一部を改正する規則について  

◎稚内市学校職員服務規定の一部を改正する訓令について 

【報告】 

○平成 28年 6 月稚内市議会定例会教育委員会に係る事項について 

○平成 27年度教育委員会所管施設利用実績について 

平成 28 年 

第８回教育委員会会議 

平成 28 年７月 29 日 

【議案】 

○平成 28年度 稚内市部門別功績表彰候補者の推薦について 

○平成 28年度 稚内市奨励賞表彰候補者の推薦について 

○児童扶養手当給付事務処理に係る処分について 

○稚内市生涯学習推進庁内会議規程の一部を改正する訓令につい 

 て 

平成 28 年 

第９回教育委員会会議 

平成 28 年８月 24 日 

【報告】 

○児童扶養手当給付事務処理に係る処分について 

○平成 28年度 稚内市一般会計教育費９月補正予算について 

○平成 28年度 全国学力・学習状況調査の結果について 

平成 28 年 

第 10 回教育委員会会議 

平成 28 年９月 16 日 

【議案】 

◎平成 28年度 全国学力・学習状況調査「北海道版結果報告書」へ

の市町村別結果の掲載（案）について 

平成 28 年 

第 11 回教育委員会会議 

平成 28年 10 月 26 日 

【報告】 

○平成 28年 9 月稚内市議会定例会教育委員会に係る事項について 

○稚内市民栄誉賞特別賞の授与について 

平成 28 年 

第 12 回教育委員会会議 

平成 28年 11 月２日 

【議案】 

◎稚内市教育委員会教育長職務代理者の指名について 

平成 28 年 

第 13 回教育委員会会議 

平成 28年 11 月 21 日 

【議案】 

◎平成 27 年度稚内市教育委員会活動状況に関する点検・評価報告

書（案）について 

◎稚内市総合文化センター条例施行規則の一部を改正する規則に

ついて 

【報告】 

○平成 28年度 稚内市一般会計教育費 12月補正予算について 

○みどり公園整備基本設計調査業務中間報告について 
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開  催 案  件 

平成 28 年 

第 14 回教育委員会会議 

平成 28年 12 月 21 日 

【議案】 

◎平成 29 度稚内市一般会計教育委員会所管当初予算要求（歳出）

案について 

【報告】 

○平成 28年度 12月稚内市議会定例会教育委員会に係る事項につい

て 

平成 29 年 

第１回教育委員会会議 

平成 29 年１月 20 日 

【議案】 

◎平成 29年度 教育行政執行方針（骨子案）について 

【報告】 

○平成 28年度 青少年交流体験事業「てっぺん風の子交流団 2017」

について 

○平成 28年度 全国体力、運動能力、運動習慣等調査の結果につい

て 

平成 29 年 

第２回教育委員会会議 

平成 29 年２月 10 日 

【議案】 

◎平成 29年度 教育行政執行方針（素案）について 

平成 29 年 

第３回教育委員会会議 

平成 29 年２月 24 日 

 

 

【議案】 

◎平成 29年度 稚内市教育行政執行方針（案）について 

◎稚内市立学校管理規則の一部を改正する規則について 

◎稚内市立学校職員服務規定の一部を改正する訓令について 

【報告】 

○平成 28年度 稚内市一般会計教育費３月補正予算について  

○平成 29年度稚内市一般会計予算（教育部所管）について 

○稚内市立児童会館条例を廃止する条例について 

○稚内市コミュニティセンター条例の一部を改正する条例につい 

 て 

平成 29 年 

第４回教育委員会会議 

平成 29 年３月 24 日 

【議案】 

◎稚内市教職員人事について 

【報告】 

○平成29年３月稚内市議会定例会 教育委員会に係る事項について 

○稚内市教育委員会管理職人事について 

 

（２）総合教育会議について 

    総合教育会議は、市長と教育委員会により、教育行政の大綱の策定、教育条件

の整備等重点的に講ずべき施策、児童生徒等の生命・身体の保護等緊急の場合に

講ずべき処置について協議・調整を行っております。 

開  催 案  件 

平成 28 年度 

第１回稚内市総合教育

会議 

平成 28年 12 月 16 日 

【報告事項】 

○「稚内市総合教育会議運営要綱」の一部改正について 

【協議事項】 

◎「稚内市教育大綱」の進捗状況について 
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（３）教育委員の学校視察訪問について 

    小学校・中学校を訪問し、授業参観や教職員との懇談を通じ、学校経営や学校

（児童・生徒）の状況を把握し諸問題に関する意見や要望を行政に反映させる活

動を行いました。 

訪問年月日 学 校 名 

平成 28 年７月 19 日 稚内東小学校、稚内東中学校 

平成28年10月19日 富磯小学校 

平成28年11月16日 稚内南中学校 

平成 29 年２月 22 日 増幌小中学校 

 

（４）その他の活動について 

    教育委員は会議のほか研修会への参加、他の自治体の教育委員との情報交換や

議論を通じて、職務遂行に必要な知識の習得に努めています。 

    入学式、卒業式、運動会、学芸会などの学校行事をはじめ、校長会など教育関

連機関との懇談や教育関係研究会への出席、各地区の子育て関連会議などへも出

席し教育現場の状況に理解を深めております。 

    平成 28 年度においては、市長と教育予算や教育の課題方向性等について意見

交換を行いながら、市長から独立した執行機関として教育行政を推進しておりま

す。 

 

３ 今後の活動について 

   教育委員会では、委員相互間及び事務局との議論がより活発に行われるよう努め 

    ております。 

教育委員は、多様な意見を教育行政に反映するため各分野から委員が選任され、

毎月定期的に開催される教育委員会会議では、委員と事務局の認識の共有化を図り、

教育委員会の活性化を推進してまいります。 

   今後も、関係者との情報交換や各学校の行事、学校等教育施設への訪問などを通

じ、教育現場を取り巻くニーズの把握に努めるとともに、事務局に対するリーダー

シップを発揮し、教育委員会として適切な意思決定、さらなる教育委員会の活性化

に努めてまいります。 
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  Ⅲ 教育委員会の施策に関する評価 

  

１ 点検・評価結果の構成について 

 （１）「平成 28 年度の教育行政執行方針及び教育委員会重点事業」 

    「平成 28 年度の教育行政執行方針及び教育委員会重点事業」から、教育委員

会で実施した重要施策の中から 19 事業について評価を行っております。 

   

（２）「事業の目的・内容」 

  事業ごとに「目的」、「平成 28 年度の事業内容」を記載しています。 

 

（３）「評価」 

  事業ごとに「実施内容」、「成果等」を総合的にＡ～Ｃの３段階で評価し記載し

ています。 

Ａ 目標以上の取組を 

実施した 
Ｂ 一定程度取り組んだ Ｃ 目標には及ばなかった 

 

（４）「今後の取組」 

  現状の課題を踏まえ、今後の改善策を記載しております。 
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

　戦後70年以上が経過した中で、樺太関係者からの聞き取り調査は急務であり、聞き
取った情報を文字資料だけではなく、音声や映像で後世に残し継承することが必要であ
る。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　次年度以降、樺太引き揚げ者から聞き取りを撮影し、ア-カイブ（保存記録）を進め
る。またそれらの記録の一部については、樺太展示施設にて活用する。

H27年度とH28
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○全国樺太連盟と資料寄贈および展示構想について、稚内および
札幌にて打合せを実施した。
○稚内および札幌において、樺太関係者6名からの聞き取り調査
を実施した。

Ｂ

成果等

○全国樺太連盟と資料寄贈について打合せを実施し、寄贈資
料については平成29年度上半期中に、札幌から稚内へ郵送
にて寄贈されることが確定した。
○樺太関係者から聞き取り調査を実施し、聞き取り内容につ
いては、平成29年度稚内文化財年報に収録し、稚内市文化
財保護審議会にて報告した。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

〇資料展示に向けた取り組み
・寄贈資料および市所蔵の樺太資料を精査する共に、樺太に関する聞き取り調査を実施
する。
・関係団体及び関係部署と寄贈資料の展示場所や展示方法等の協議を進める

成果目標

〇資料展示に向けた取り組み
・市内及び道内在住の樺太樺太関係者から、聞き取り調査を実施する。
・寄贈資料の内容等について、樺太連盟と具体的な打合せを実施する。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

〇稚内および札幌にて全国樺太連盟と打合せを実施（8月・10月）
〇稚内および札幌にて樺太関係者からの聞き取り調査を実施（6月・3月）

上半期

下半期

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

14,732千円 15,004千円 15,130千円 17,902千円

事業目的

　稚内市の郷土資料並びに北方地域及び宗谷管内の資料を保存及び展示し、地域住民の
文化向上を図る。

教育関係施設のリニューアル

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-4　歴史の継承と文化財の保護・保存を推進します

北方記念館管理事業 教育総務課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　地域に根差した国際色豊かな文化都市「稚内」を目指すため、舞台芸術の鑑賞機会を
提供するとともに、稚内総合文化センターの利用促進に努める。

文化振興と郷土芸能の推進

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-2　芸術・文化活動を普及・推進します

稚内市文化事業振興協議会事業費補助事業 教育総務課

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

2,700千円 2,700千円 2,700千円 2,700千円

行動目標
〇過去の公演実績や稚内総合文化センターの利用状況を鑑み、多彩な舞台芸術に触れる
機会を提供する。

成果目標

〇古典芸能（落語）の舞台鑑賞機会の創出。
〇未就学児を中心とした家族向けコンサートの創出。
〇福祉施設等における芸術鑑賞機会の創出。
〇翌年度の事業計画の立案。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○企画会社との連絡、調整事務
○各種メディアを通した広報活動の実施
○公演企画に関する情報収集

上半期

下半期

H27年度とH28年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

○稚内総合文化センターにおいて、落語（落語と紙工劇落語）のよる
「落語パラダイス（小遊三と紙工劇落語！）」を開催した。
○稚内文化センターにて、音楽グループと、こども人形劇団による「稚
内ファミリーコンサート」を開催した。
○市内グループホームにて音楽グループによるアウトリーチ（出張公
演）を実施した。

Ａ

成果等

○稚内総合文化センターで開催された「落語パラダイス」および「稚内
ファミリーコンサート」において、それぞれ約300人の来場者を得た。
アンケート結果からは、「生の落語は初めてでしたので、楽しかったで
す。紙切が素晴らしかったです。」や「「子どもと一緒に入場できるコ
ンサートが開催されたのが、とっても嬉しいです。」等の感想を得た。
○グループホームの高齢者（約20名）を対象に音楽グループによる、ア
ウトリーチを実施した。クラッシク、歌謡曲ほか、リトミックの要素を
取り入れた、音楽を使った簡単な運動なども実施され、普段文化セン
ターに来館が難しい市民に対し芸術鑑賞機会を創出した。

Ａ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

　今年度は、以前より協議会や市民より要望が高かった古典芸能（落語）と未就学児を
中心としたコンサートを開催した。今後においても、より多彩な舞台芸術に触れる機会
を提供できるよう検討する必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　公演時におけるアンケートなどの結果等をはじめとして市民のニーズを分析しなが
ら、様々な公演の情報収集に努め、稚内おいて多様な優れた芸術文化の提供を図る。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正」に伴い、総合教育会議の設
置、教育大綱の策定を行う。

地方教育行政の推進

時代に即した地方教育環境の推進

施策1　

新教育委員会制度事業 教育総務課

行動目標

○総合教育会議の実施
○教育大綱の策定
○教育大綱における重点項目事項の進捗状況の確認

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

0千円 0千円 0千円 0千円

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

今後の取組

　事務局を首長部局で担当するにあたり、市長と教育委員の日程調整、会議における協議事項の
精査等、教育委員会と首長部局が連携しながら進めて行く上で、スムーズな体制を図れるかが課
題として挙げられる。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
　総合教育会議を開催するにあたり、首長部局との連携体制を強化する上で、日頃からの情報共
有を密にしていきたい。

成果目標

○必要に応じて総合教育会議を実施する。
○教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策について、その目標や施策の根本と
なる「教育大綱」を策定し、市長の教育行政に関する基本的な方向性や考え方を教育委
員会と確認しながら、連携して教育行政の推進を図る。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

上半期

下半期

○第１回稚内市総合教育会議
・「稚内市総合教育会議運営要綱」の一部改正について
・「稚内市教育大綱」の進捗状況について

H27年度とH28年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

○新教育委員会制度がスタートして２年目になり、４月1日から事務局が
首長部局が担当して進めることになり、平成28年度は総合教育会議を
12月に開催した。
○「稚内市教育大綱」の３つの視点（家庭教育・学校教育・社会教育）
における重点項目事項における進捗状況の確認を行いました。

Ｂ

成果等

○総合教育会議を通じて、市長の教育行政における基本的な方向性や考
え方を教育委員会とより細かく確認することができ、連携した教育行政
を推進することができた。 Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的
　基礎学力の確実な定着を最大の目標とし、併せて、活用力や判断力、表現力が向上す
ることを目的とし、実施する。

H26年度

学力向上対策事業

時代に即した学校教育の推進

施策1-2-2　確かな学力の定着を図ります

放課後学力グングン塾開催事業 学校教育課

H27年度 H28年度 H29年度（予算）

成果目標
○引き続き検証を行いながら、標準学力テスト（CRT）で、全国比に近づける。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

上半期
４月　保護者説明会
７月　夏休みグングン塾の開催

下半期
１月　冬休みグングン塾の開催
３月　アンケートや標準学力テストなどによる検証

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
５月～３月　放課後学力グングン塾の開催(週4日)

H27年度とH28
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○給与区分が報酬から賃金に変更となり、増額したため。

○対象校４校で318人(64.9%)の児童が参加した。
○アンケート(10月)では「今までわからなかったことがよくわか
るようになった。」と感じている児童が3年生で60.1%、4年生
で55.4%であった。
○標準学力テストでは3年生が前年度より正答率が向上した。

A

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

行動目標

○小学校の大規模校4校で3・4年生を対象とし、放課後に学習機会を設ける。
○夏休み、冬休み中にも各4回程度学習機会を設ける。

16,496千円 15,024千円 18,320千円 19,300千円
事業費（決算）
（単位：千円）

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
　市内４小学校での実施は、3年目が終わったところであり、基礎学力の定着を図るた
め、また、その検証のためにも事業を継続的に取り組んでいく必要がある。

　基礎学力の確実な定着を図るため、下位層の参加を促しながら本事業による放課後学
習を継続する。

達成度・効果度

実施内容

○対象校４校において、３・４年生に対して放課後に１時間程
度、国語・算数の補習を実施した。
○夏休みグングン塾、冬休みグングン塾をそれぞれ４回開催し
た。
○５年生を対象に、夏休みグングン塾、冬休みグングン塾、春休
みグングン塾をそれぞれ2回開催した。

A

成果等
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的
　児童がよりよい環境で教育を受けられるよう教育環境を整備する。

教育関係施設整備の取組

時代に即した学校教育の推進

施策1-2-3　社会の変化に対応した教育環境を整備します

稚内南小学校整備事業 学校教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

20,713千円 64,744千円 383,447千円 389,137千円

行動目標

○平成27年度に作成した実施設計書をもとに、屋内運動場建設工事と整備付帯工事を実
施する。
○平成29年度の屋内運動場建設工事（第Ⅱ期）と校舎建設工事（第Ⅰ期）に対する財源
を確保する。

成果目標
○屋内運動場の建築を開始し、28年度の目標出来高を達成する。
○平成29年度公立学校施設整備費国庫負担金及び学校施設環境改善交付金等の補助採
択。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

６月　平成29年度建築計画を文部科学省へ提出
８月　仮設避難階段設置工事完了
９月　校舎一部解体工事完了
９月　屋内運動場建築工事開始
３月　仮設渡廊下設置工事完了

下半期

上半期

①騒音が大きい工事は放課後や土曜日に実施するなど工程変更。
②旧屋内運動場解体工事の工期を調整し、屋内運動場が使えない期間を2週間に抑えると
もに体育授業を調整する。

H27年度とH28
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○H27年度は実施設計と地質調査であるのに対し、H28年度は屋内運動場建設工事を開
始したため。

達成度・効果度

実施内容

①文部科学省へ建築計画提出。
②解体校舎内の物品移動と教室確保。
③校舎の一部を解体することで不足してしまう避難階段を仮設で
設置。
④校舎の一部を解体し、体育館建設敷地を確保。
⑤体育館の建築工事を開始し、28年度の出来高を達成。
⑥体育館と既存校舎との仮設渡り廊下を設置。

Ｂ

成果等

①29年度の屋内運動場と校舎建設工事に対する補助内定がでた。
②既存校舎内に収納棚を増設し物品移動するとともに特別教室移
設工事を行い、工事期間中の教室を確保した。
③児童の避難経路を確保した。
④体育館建設敷地を確保し体育館建設工事に着手した。
⑤体育館の28年度の出来高64％を達成した。
⑥体育館と既存校舎との往来が可能になった。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
①既存校舎と建築箇所が隣接しており騒音の影響が大きい。
②新屋内運動場完成前に、旧屋内運動場解体に着手するため使えない期間が発生。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

H29年度（予算）

事業目的

子育て支援環境の充実

命の大切にする心をはぐくみます

施策1-1-1　

教育相談・不登校対策事業
（子どもの貧困問題）

学校教育課

　児童生徒の問題行動や悩み等に対して、適切な教育相談を行い、早期の問題解決を図
る。

H27年度とH28
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

事業費（決算）
（単位：千円） 7,321千円 9,797千円 10,433千円 13,607千円

行動目標
　稚内市教育連携会議及び稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議を設置し、本市の
子どもの貧困の現状について調査・研究を進める。

○稚内市教育連携会議、稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議の設置及
び開催。

通年
○稚内市教育連携会議を４回開催。
○稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議を３回開催。

上半期

H26年度 H27年度 H28年度

成果目標

○稚内市教育連携会議を開催し、子どもの貧困問題について協議する。
○稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議において、本市の子どもの貧困の現状につ
いて調査・研究を進める。
○稚内市子どもの貧困市民シンポジウムを開催し、オール稚内として市民意識の醸成を
図る。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

下半期

○稚内市教育連携会議、稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議の開催。
○稚内市子どもの貧困対策市民シンポジウムの開催。
○稚内市教育連携会議、稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議からの提
言書の受領。

成果等

○稚内市子どもの貧困対策市民シンポジウムを開催し、215名の
市民が参加があり、問題意識の向上が図られた。
○子どもの貧困対策に関する提言を作成し、市長へ提出した。 Ａ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○引き続き、子どもの貧困の現状について調査・研究を進め、子どもの将来がその生ま
れ育った環境に左右されないよう、関係機関と連携し、取り組んでいく必要がある。
○４地区ネットワークプランの定着・推進に向け引き続き取り組んでいく必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
　稚内市教育連携会議及び稚内市子どもの貧困対策プロジェクト会議の機能を強化し、
取り組みを継続する。

達成度・効果度

実施内容

○稚内市教育連携会議を４回、稚内市子どもの貧困対策プロジェ
クト会議を３回開催し、本市の子どもの貧困の現状について協議
を行った。 Ａ
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　教育上特別の支援を必要とする児童生徒に対し、学習上又は生活上の困難を克服する
ための教育に関する諸問題について調査及び審議を行う。

子育て支援環境の充実

生きる力をはぐくむ教育を充実します

施策1-2-1　

稚内市特別支援教育推進委員会運営事業 学校教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

191千円 223千円 220千円 323千円

実施内容

○検査判定部会において、58名の検査・判定を行った。
○就学支援部会において、就学前の児童及びその保護者を対象と
して子育て応援セミナーを3回開催した。 Ａ

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

上半期
○特別支援教育推進委員会を開催し、審議を行う。

下半期

　各幼稚園、保育所、学校との連携の充実を図りながら、本委員会の活動を展開してい
く。

行動目標

○特別支援教育の推進に必要な事業の計画、調査及び研究。
○特別支援教育への理解及び啓発。
○特別な支援を要する児童及び生徒への就学指導及び支援。

成果目標

○検査判定部会において、発達検査及び判定を行う。
○就学支援部会において、児童生徒及びその保護者を対象に必要な指導助言等を行う。

達成度・効果度

成果等

○検査・判定の結果、児童生徒や保護者に対して指導・助言等を
行い適切な就学につなげることができた。
○子育て応援セミナーでは、小学校入学に対して疑問質問に応
え、保護者等に助言等を行い、「とても分かりやすく参考になっ
た」「今の小学生の状況がよく分かった」などの意見感想が寄せ
られた。

Ａ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
○特別支援教育に携わる教員の育成を進め、専門性を高めることが必要である。
○公認心理師法案が成立し、今後、有資格者のみが心理検査の実施が可能となる方向に
あるため、それに向けた資格取得や検査者確保の対応が必要。
○特別支援教育の充実のため、本委員会の活動を継続・充実していく必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

○検査判定部会、就学支援部会において、検査判定や指導助言など必要な活
動を行った後、特別支援教育推進委員会において審議を行い、その結果を教
育委員会へ答申する。

H27年度とH28年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

－

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

－

H26年度とH27
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○みどり公園整備事業として旧稚内大谷高校跡地で進める、総合的
なスポーツ施設の整備に向け、「基本設計調査」と「測量調査」を
実施した。
○この業務をもって、公園の配置及びシート数や冷却設備など新設
するカーリング場の基本仕様を決定した。

Ｂ

成果等

○「基本設計調査業務」「測量調査業務」とも計画どおり進んでい
る。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

行動目標

○カーリング場整備に係る実施設計業務
○多目的屋内運動場等整備に係る耐震補強実施設計業務

成果目標

○カーリング場整備に係る事業費の確定（平成29年12月）
○カーリング場整備に係る実施設計業務（平成30年3月まで）

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○実施設計業務に係る関係機関との打合せ

上半期

下半期

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

0千円 0千円 0千円 55,896千円

事業目的

　稚内市全体のスポーツ施設の現状と課題を把握し、老朽化が進んでいるスポーツ施設を
計画的に整備していく。

教育関係施設整備の取組

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-3　生涯スポーツを推進します

体育施設整備事業 社会教育課
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

子育て運動の展開と青少年交流の推進

地域・家庭における教育力の向上

施策1-1-2　安全で安心な子育て環境をつくります

子育て推進事業 社会教育課

　「子育て平和都市宣言」を具現化し、地域ぐるみの子育てが根付くように各事業を実施する。また、
ケータイ（スマホ）、ネットの学び合いを各地区子育て連協や教育講演会、全市子育て交流研修会で推進
する。

行動目標

○「子育て平和都市宣言」から30周年の節目となる年であり、例年実施している「教育講演会」や「子ど
も会議」、更に子育て平和の日の啓発などの各種事業・取組に加え、既存予算で実施可能な周年事業を実
施していく。

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
　本市の児童生徒においては、依然としてネット・スマホ・ゲームに費やす時間が多い現状が指摘され、
規則正しい生活が求められている。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

成果目標

○未来を担う子ども達が、子育て運動のまち稚内において平和の大切さを学び、地域ぐるみでの教育環境
を整備できるよう、これまでの子育て運動の歴史を振り返り、これからどうして行けば良いか共に知恵を
絞り、一層運動を深化させていくことを目指す。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○「子育て提言」を根付かせる取り組み
○子育て平和都市宣言30周年記念の周知（事業毎での記述・懸垂幕等）

上半期

○みんなおいでよ！親子ふれあいデー・子ども会議
○各地区による子どもフェスティバル・教育講演会・子育て教育講演会
○子育て平和の取り組み（平和折り鶴祭り、子育て平和記念式典）

下半期
○全市子育て交流研修会

　これからも教育講演会や子育て交流会をとおして保護者や教育関係者の見識を広め、併せて「子育て提
言」を根付かせる取り組みを継続し、家庭でのコミュニケーションが深まり、メディアに頼らない時間の
使い方が出来るような環境整備に努めていく。

事業費（決算）
（単位：千円） 1,002千円 1,026千円 1,037千円 1,045千円

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

H26年度とH27年
度の決算額の大幅な
増減があった場合の
理由

達成度・効果度

実施内容

○子育ての日事業　みんなおいでよ！親子ふれあいデー
　4/29開催、来場者数 1,200名、運営スタッフ 111名
○子ども会議
　第1回　  7/15　小27　中20　計47名参加
　第2回　11/11　小29　中21　計50名参加
○教育講演会（夢広がる学校づくり推進事業と共同開催）
   7/15開催　講師：川島隆太氏(東北大学加齢医学研究所長)、620名参加
○子育て教育講演会（30周年記念事業）
　9/2開催　講師：平間信雄氏(市教育相談アドバイザー)、82名参加
○子育て平和の取り組み
　・平和折り鶴祭り　7/29～8/12　196,660羽
　・平和記念式典　9/1　児童生徒･関係者含め 約235名参加(雨天の為大岬小)
○全市子育て交流会
　2/10開催、基調報告･グループ討議、約90名参加

Ｂ

成果等

○教育講演会ではTVやゲームなどが子どもの脳に及ぼす害について、実証データに基づき説明さ
れ、参加者の期待に応える講演となり、保護者においてもメディアへの意識の高まりと、規則正
しい生活への関心が高まった。
○子育ての日事業は市の恒例事業へと成長しており、今回も多数の有志ボランティアによって運
営され、1,200人の親子で賑わった。また市内４地区の子どもフェスティバルをはじめ、各地区
で子育て関連事業が展開され続けている。
○子ども会議では、参加者は他校との交流により互いに刺激を受け、成果を自校に持ち帰るな
ど、新たな取組にむけ検討する良い機会となっていると共に、中学生は生徒が司会進行努め、会
議コーディネート力の向上にもつながっている。
○子育て講演会では82名の参加のもと、今後の子育て運動の深化の鍵は「大人の学び合い」であ
り、それが関係機関の協力体制の核となることを学んだ。
○全市子育て交流会での基調報告は、あらためて関係団体による取組実態を学び、子育て運動の
厚みを認識するとと共に、グループ討議では参加者それぞれの立場における役割や取組を考える
良い機会となった。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　群馬県太田市との子ども達との交流をとおして、共に活動したりし、子ども達のコ
ミュニケーションを図るなどの協力共同を学ぶ機会の提供及び他の文化に触れ、子ども
達の見識を広める。

子育て運動の展開と青少年交流の推進

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

青少年交流体験事業 社会教育課

行動目標
○太田市と相互の青少年交流を実施して、子ども達に異なる地域の歴史や文化を体験を
通じて学ばせるほか、親元から離れた中で集団行動や規律の中での生活を経験させる。

下半期 稚内市てっぺん風の子交流（1月派遣）

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

3,135千円 3,338千円 3,285千円 3,392千円

成果目標

○太田市の同世代たちとの交流で友情を深めると共に、更に異なる文化に触れること
で、互いの住む街について理解を深め、自分が住む街の良さや改善すべき点などを考え
ることができる力を育む。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年 太田市教育委員会や旅行代理店業者、その他関係機関との調整。

上半期 太田市フレンドシップ交流（8月受入）

　市内２高校に対し、例えば本青少年交流事業の経験者や、将来において教員を希望し
ている生徒などに参加希望を募ってもらうなど、普段からある程度の人材選出を行うこ
とで情報共有を図る。

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
　高校生サポーターの育成が急務であるが、他の部活動と同時加入する生徒が多く本事
業に参加できないことや、根本的にジュニアリーダーに興味を持つ生徒達が減少してい
ることが課題。このため、スポーツ少年団リーダー会との連携や、その他の人材の掘り
起しと育成に努めていく必要がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

H27年度とH28
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○太田市フレンドシップでは、団員66名(小58､中8)の受入を行い、潮
見が丘小学校との学校交流をはじめ、市内見学や体験学習をおこなっ
た。なお、子ども芸能祭において潮見小の応援を行うと共に、全員ソー
ランでも練習の成果を発表した。
○てっぺん風の子交流団では、団員32名(小24､中8)の派遣を行い、太
田小学校やぐんま国際アカデミーとの交流をはじめ、道の駅おおたでの
南中ソーラン演舞、産業見学や歴史・文化学習を行い、併せて県立自然
の家における集団生活を通じて規律性を養うなど、人材育成を実施し
た。

Ｂ

成果等

○太田市フレンドシップでは、出来る限りのサポートを行い、北海道の
自然を堪能してもらうことができたと考えている。
○てっぺん風の子交流団においては、到着後の団員の様子を見てわかる
ように、充実した研修と共にひと回り大人になった子ども達の姿や、保
護者アンケートにも顕著に表れる自立心や協調性の成長などが見られ
た。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　第8次稚内市社会教育中期計画に基づき、子どもからお年寄りまで幅広い年齢層に対して、各種社会教育事業を提供する。

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

社会教育推進事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

1,819千円 1,869千円 1,732千円
2,833千円

(事業統合のため増額)

行動目標

○生涯学習推進アドバイザーとの綿密な連携と、本市や本市に縁のある人材を効果的に活用し、児童・生徒に対する体験学習及
びキャリア教育の支援や、主に成人を対象とする趣味などに活用できる各種講座や、稚内学をはじめとする地域を素材とする学
習メニューを考案・提供するなど、多様な年齢層対応した学習機会の場を提供していくと共に、人材の掘り起しや情報整理を行
う。

成果目標

○子ども達など若い世代が普段の学校生活等で経験できない学習メニューや、集団での活動の場を提供することで、豊富な知識
と経験、更に望ましい人間性や社会性を育む。
○地域の集まりやサークルからの要望に応じて、出前講座を実施して学習メニューを提供していくことで学習意欲を育み、あら
ゆる年齢層にわたる生涯学習社会の構築を目指す。
○本市の歴史や自然、人物、文化など色々なことを学ぶことにより、「稚内」の新たな魅力を発見すると共に、ふるさとに対す
る誇りや『まちづくり』につながる郷土愛を育む。
○本市に縁がある各界で活躍する方々を講師に迎え、中学校・高等学校で講演を実施し、生徒達が夢や希望をもって自分の将来
や進路を考える機会とする。
○人材バンクの更新作業を行い、市民への学習機会提供の幅を広げる。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
・出前講座の受付・実施
・サークルや市民活動団体の情報把握(人材バンク)

上半期

・やさいクラブ開園、活動開始
・稚内学(前期)の開始
・子どものひろば(夏休み期間中)の開催

下半期

・やさいクラブ閉園
・稚内学(後期)の開始
・ふるさと・子ども夢プロジェクトの開催
・子どものひろば(冬休み期間中)の開催

H27年度とH28年
度の決算額の大幅な
増減があった場合の
理由

達成度・効果度

実施内容

■やさいクラブ
　参加者は18組 72人であり、活動日は5～10月までで11回実施している。なお、指定の活動
日やそれ以外の自主活動も含め、期間中に延べ963人が作業を行った。
■子どものひろば
　・夏休み自由研究 7/29･30､8/3･4開催、12講座92名参加(保護者含む)
　・冬休み自由研究 12/24･25･27･28開催、10講座105名参加(保護者含む)
■出前講座
　延べ14団体へ実施、参加者延べ 296名(そば打ち､木工作･しめ縄作り等)
■稚内学（前･後期）
　全13講座開催、参加者延べ 318名
■ふるさと・子ども夢プロジェクト
　講師：服部昭仁氏（北大名誉教授 食肉の熟成に関する研究の第一人者）
　会場：稚中･稚高･大谷の３校で実施、約500人に講演

Ａ

成果等

○やさいクラブでは、普段何気なく食べている野菜を育てるには世話をすることが重要であるこ
とを、子ども達自身が直に学び、食べ物を大切にしようとする心を育むことができた。また、子
どものひろばでは、普段とは違った学習機会の提供により、子ども達の感受性や技能の幅を広げ
ることができた。
○出前講座においては、前年を上回る申込件数があり、より多くの方々に普段体験することがな
い学習メニューを提供することができた。
○稚内学では市内外の専門家を講師に迎え、専門的な講座の実施はもちろん、座学に留まらず
フィールドワークやワークショップを実施するなど、時には受講者も教える側に回るなど、稚内
について関心を深めることができた。
○ふるさと・子ども夢プロジェクトでは、著名人の歩んだ人生経験など含んだ講話を通じて、中
高生の夢や将来を考える良い機会を提供することができた。

Ａ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

　平成30年度、社会教育センター機能が生涯学習総合支援センターに移行するにあたり、「やさいクラブ」の活動場所の確保が
困難とされている。
　また、「稚内学」では地元稚内を語ることができる人材が恒常的に不足していると共に、ここ数年は講話の題材が出尽くして
いることも課題とされる。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　生涯学習総合支援センターへの移行に併せて同センターに移設する学校教育機関の人材との連携も含め、今後は学社連携によ
る学習内容も考慮に入れて検討していく。また、センターの運営状況を見ながら「やさいクラブ」の今後について検討を行うと
共に、稚内学では例年実施しているワークショップなども有効に活用して、題材の掘り起しや講師の人選を進めて行くと共に、
以前実施した講座のリメイク版も視野に入れて検討していく。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　日本最北端の魅力や地域の特性を活かした全国に発信できるスポーツイベント（フルマラソン
大会）を実施し、市民の健康・体力づくりの推進や交流人口の増加を図る。

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-3　生涯スポーツを推進します

平和マラソン・平和駅伝開催事業 社会教育課

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

1,544千円 1,552千円 4,426千円 3,678千円

○警察とのコース協議
○検討委員会の開催

H27年度とH28
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

　コース計測を含む基本計画書案作成業務を委託したため。

行動目標
○フルマラソンの部を加えたマラソン大会のリニューアルを行う。

成果目標

○コース測定を行い、基本計画を策定する。
○警察とコース計測を行う。
○より良い大会とするべく、道内大会の視察を行う。
○検討委員会を開催し、検討を行う。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

上半期
○フルマラソン開催検討業務（コース計測、基本計画案作成）を委託する。
○道内大会の視察

下半期

成果等

○コース計測及び基本計画素案により警察と円滑な協議が行えた。
○道内大会視察により、必要な準備・物品等について把握できた。

Ｂ

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

　交通規制に伴う都市交通の麻痺

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　都市機能の麻痺改善を図るべく、規制・走行方法など警察と綿密な協議を行う。

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

達成度・効果度

実施内容

○フルマラソン開催検討業務（コース計測、基本計画案作成）を委託した。
○道内大会（美瑛、網走）の視察を実施した。
○警察とコースに関する協議を実施した。

Ｂ
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

教育関係施設整備の取組

子どもたちが健やかに生まれ育つ環境づくり

施策0-2-2　コミュニティ活動を促進します　（2-2-3 総合的な子育て支援体制の整備を促進します）

南児童館運営事業 こども課

　南地区の放課後児童対策の充実や地域ぐるみの子育て支援を行う拠点として、児童福祉法第
35条による児童館の管理・運営を行う。

行動目標

○児童に健全な遊びの場を与え、その健康を増進し情緒を豊かにすることを目的とした児童館の
効率的な運用にあたり、指定管理者制度による運営を行う。
　また、本施設は緑学童保育所及び活動拠点センターを併設していることから、運営にあたって
の調整等を行っていく。

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○利用児童数が他の児童館より比較的少ない要因について検証が必要。
（平成28年度　東児童館：9,966人、富岡児童館：11,633人）
○地域から児童館中庭の整備等の要望があることから、利用内容等を踏まえ検討が必要。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

成果目標

○児童館の運営にあたって、子どもたちが楽しく活動できる場の提供、魅力的な事業の推進等を
図ることにより、利用児童数の拡大を目指していく。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○南児童館の管理・運営業務

上半期

３月　指定管理者の指定
５月　指定管理者との協定書等の取かわし
　　　広報及びチラシによる周知
６月　オープニングセレモニー

下半期

10月　オープン記念事業（チャリティープロレス）

※　指定管理者との運営にあたっての打ち合わせ

　アンケート調査等により、放課後の児童の実態を把握するとともに、より良い施設とするため
の要望等を聴取していく。

事業費（決算）
（単位：千円） 0千円 0千円 3,379千円 4,104千円

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（繰越）

H27年度とH28年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

○南児童館の管理・運営業務
　指定管理者の運営については、初年度ということもあり手さぐりではあった
が、積極的に事業等を実施し、効果的な運営を行っている。 Ａ

成果等

○ 利用児童数
　Ｈ28年度　4,928人（1日あたり19.1人）【10ヶ月】
※Ｈ27年度　4,495人（１日あたり14.5人）【プレイパークの利用】
・利用児童数については、前年のプレイパークの利用児童数は超えているもの
の、当初年間１万人（１日あたり33人）以上を見込んでいた利用児童数を下回
る結果となった。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

○個々の子どもや家庭に最も効果的な援助を行い、もって子どもの福祉を図るとともにその権利を擁護すること
を目的とする。
○幼児期からの継続した発達支援と小学校教育への円滑な接続を図ることを目的とする。
○母子家庭等の家庭の状況等に応じて就業相談を実施するとともに、生活の安定と児童の福祉の増進を図るため
の相談等、母子家庭等への自立に向けた総合的な支援を行うことを目的とする。

子育て支援環境の充実

子どもたちが健やかに生まれ育つ環境づくり

施策2-2-3　総合的な子育て支援体制の整備を促進します

家庭児童相談・母子家庭自立支援事業 こども課

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

5,725千円 5,626千円 7,560千円 5,969千円

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

今後の取組

○要保護児童対策地域協議会個別ケース検討会議は、その内容が複雑・多様化してきていることから、開催の回
数が増加している。
○就学前教育アドバイザーについては、就学指導を補完する意味合いが強く、次年度以降は教育相談の一環とし
て継続して実施する。
○家庭児童相談については虐待相談、母子家庭等の相談については経済的支援の相談が主な相談内容となってい
る。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　上記を踏まえ、現行の体制の強化を図りつつ、きめ細やかな相談を実施するとともに、各種子育て支援策等の
充実を図っていく。

行動目標

○児童の福祉に関し、必要な実情の把握及び情報の提供を行うとともに、家庭その他からの相談に応じ、必要な
調査及び指導を行い適切な援助を行う。
○就学前教育アドバイザーを配置し、就学前児童等に関する相談や支援を行う。
○母子・父子自立相談員を配置し、母子家庭等のさまざまな相談に応じるとともに、就職や転職に有利となる資
格・技能等の取得支援や就業支援を行う。

成果目標

○家庭その他からの相談に応じ、必要な調査及び指導を行い適切な援助を行う。
○要保護児童対策地域協議会の開催。（総会、実務者会議、個別ケース検討会議）
○就学前教育アドバイザーを保育所等に派遣し、児童の行動観察等を行い、適切な就学に向けた発達支援・相談
を実施。
○母子・父子自立相談員による母子家庭等のさまざまな相談に応じる。
○母子家庭等に対し就職や転職に有利となる資格・技能等の取得支援や就業支援を行う。
○児童問題講演会、母子家庭等自立支援セミナーの開催。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○家庭児童相談員による家庭相談の実施
○要保護児童対策地域協議会個別ケース検討会議の実施
○母子・父子自立支援員による自立支援相談の実施

上半期
○稚内市児童問題連絡会総会
○母子家庭等自立支援セミナーの実施

下半期

○児童問題講演会の実施
○児童虐待防止ＰＲの実施
○就学前教育アドバイザーの行動観察、相談支援

H27年度とH28年
度の決算額の大幅な
増減があった場合の
理由

○これまで就学前教育アドバイザーの勤務は週２日程度としていたが、Ｈ28年度においては教育相談所所員を兼
ねて、週４日勤務としたため。

達成度・効果度

実施内容

○家庭児童相談・母子・父子自立支援相談
○要保護児童対策地域協議会の開催
○母子家庭等自立支援給付の支給
○講演会等の実施
○就学前教育アドバイザーの派遣等

Ａ

成果等

○相談業務
　家庭児童相談件数　84件　　母子・父子自立支援員相談件数　85件
○要保護児童対策地域協議会
　総会　１回　　実務者会議　８回　　個別ケース検討会議　25回
○ 母子自立支援給付
　教育訓練給付　０名　　技能訓練促進給付　１名
○講演会等
　児童問題講演会（11/24・100名参加）
　母子家庭等自立支援セミナー（9/3・11名参加）
○就学前教育アドバイザー派遣件数等
　派遣回数　68回　　行動観察依頼件数　5件　　保護者面談　1件

Ａ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　学校給食に稚内ブランドや地場産物の食材を取り入れることにより、食に関する指導の「生きた教材」として活用
し、子どもたちが、食材を通じて地域の自然や文化、産業等に関する理解を深めるとともに、郷土を愛する心や食へ
の感謝の念を育むことが出来るなどの高い教育効果を期待するとともに、地産地消の推進を図る。

学校給食費負担半減と地産地消の取組実施

持続可能な地域社会づくり

施策0-1-4　「食」のあり方を見つめ直します

学校給食地場産物提供事業 学校給食課

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

8,947千円 8,953千円 8,953千円 10,141千円

行動目標

○「学校給食地場産物提供事業」を予算化し、稚内ブランドはじめとした地域の食材を提供し、地産地消と食育の推
進を図る。
○栄養教諭による食に関する指導の充実を図る。

成果目標

○稚内ブランドや地場産物を季節に応じて提供する。
○各学校を巡回し、食の指導など学校との連携・調整を行い、学校給食を生きた食材として効果的に活用する。

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

○給食献立作成委員会で稚内ブランドや地場産物の選定を行う。
○季節に応じた「稚内ブランド」、「地場産物」の提供を行う。
○単独調理校の巡回衛生点検の実施。

上半期
○指導希望校調査、日程調整
○巡回給食指導の実施

下半期
○巡回給食指導の実施

H27年度とH28年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

≪地場産物の取り組み≫
○稚内ブランドや地域の食材を使用し、季節に応じた給食を提供した。
→稚内ブランド品の提供（提供回数　16回）
　▽姫ホッケ一夜干し、ホタテシューマイ、稚内牛乳、宗谷の塩
→地場産物（提供回数　47回）
　▽鮭（フライ、塩焼き）、サンマ（塩焼き、生姜煮）、さば（味噌煮、
　　切り身）、ほっけメンチ、かじかすりみボール、ポークフランクソー
　　セージ、利尻昆布など
→郷土料理の提供
　▽石狩鍋、ちゃんこ鍋、各種すりみ汁（カジカなど）、ジンギスカンなど
○地場産物の納品に関して、地元業者との連携した。

≪栄養教諭による食に関する指導≫
○「給食だよりダイジェスト」、「給食センターだより」、「献立表」、「栄養価表」、「みんな
の学校給食」の発行や、「広報わっかない」「地元新聞」への記事提供等、学校給食に関する情報
発信を行った。
○給食時間での放送原稿を配布することにより、食に関係する情報提供の推進を図った。
○栄養教諭による巡回給食指導。

Ｂ

成果等

≪地場産物の取り組み≫
○学校教育における食育活動の生きた食材として活用された。
○地場産物の食材を通じ、地域の産業や食文化にふれながら「食」への関心
　と理解を深めることができたことと、児童生徒がより身近に実感をもって
　地域の自然、食文化、産業等についての理解を深めることができた。
≪栄養教諭による食に関する指導≫
○各学校に沿った形で食に関する指導を実施することができた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

　当センターは、学校給食衛生管理基準により生の魚をさばくことや泥月の野菜を使用することができない施設であ
り、加工した食材の取り扱いが多い。価格についても比較的高価な食材が多いため、地場産を学校給食で推進するに
は限界がある。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　食材納入業者に対して、安定した食材の供給、価格の据え置き、新商品の開発などの協力体制を要請するとともに
献立の工夫を進めていく。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　本事業は子育て支援の一環として、準要保護児童に対する就学援助事業を拡大（延長）した事業
と位置づけ、低額所得世帯を対象に実施することにより、学校教育の充実及び子育て支援の推進を
図る。

学校給食費負担半減と地産地消の取組実施

時代に即した学校教育の推進

施策1-2-3　社会の変化に対応した教育環境を整備します

学校給食費助成事業 学校給食課

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

10,606千円 13,306千円 11,523千円 13,783千円

行動目標

○給食費助成制度をよりわかりやすく、対象者の申請漏れがないよう周知の徹底を図る。

成果目標

＜助成対象人数及び助成額＞
幼稚園　144人　2,003千円
小学校　258人　6,040千円
中学校　137人　3,478千円

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年

上半期

○学校への制度説明及び協力依頼
○制度周知活動
○申請受付、申請受理、交付決定・却下通知送付

下半期

○未納者への通知
○広報紙などにより再周知
○交付決定・却下通知送付
○給食費への歳入振替処理
○給食費の清算

H27年度とH28
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

達成度・効果度

実施内容

○学校に対して制度説明を行い協力依頼を行った。
○広報紙、ホームページなどにより周知の取り組みを行った。
○対象者の申請漏れがないよう、前年申請があって申請がない方に対し
て、個別に申請の取り組みを行った。

Ｂ

成果等

○幼稚園の給食費助成が平成27年度から開始され、初年度23.48％の助
成率であったが、平成28年度については、29.45％と助成率がやく６％
上回った。
○小・中学校の助成率については、申請率としては、平成27年度、平成
28年度と同じ水準で38.55％であったが、助成率でいうと2.18％減少と
なった。
　傾向としては、共働きが増えていること、昨年対象になっていたもの
が、今回の決定で対象にならなかったものが見受けられた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

　学校への申請締切を8月末としているが、以降も給食センターに随時申請者が来ていることから
受付窓口を年度末まで開設しなければならない。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

　現行制度で今後も継続する。
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　子どもの自主的な読書活動を促進するためには、図書館・家庭・地域・学校などの役割を明
確にするとともに、関係機関や団体などと連携し、様々な取組を推進するため、「第二次稚内
市子どもの読書活動推進計画」を推進する。

生涯教育の推進と支援

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

図書館活動事業 図書館

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

13,094千円 12,995千円 13,128千円 13,832千円

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

○子どもたちと本との出会いの場（家庭・学校・図書館・地域）を作り上げながら本と親し
み、読書への興味を引き出し、自主的に読書ができるように支援していくことが大切である。
○子どもと一緒に家庭全体で本に親しむ環境づくりを支援する。
○図書館が、子ども・家庭・学校・地域をつなぐ場となり、連携した取り組みを行う。

○家読パンフレット、読書通帳の発行。
○利用者アンケートを実施する。
○学校、地域、関係団体との連携・協力を一層強化する。
○図書館独自のイベントの開催やサポートしていく姿勢をより強く発信する。

行動目標

○第二次稚内市子どもの読書活動推進計画に基づいた、子どもの読書活動の推進、読書環境の
整備・充実を進める。
○利用者への読書啓発、情報発信、学習機会の提供を通じて図書館の利用促進を図る。

成果目標

○学校と連携した家読パンフレットの配布、啓発
○読書通帳の導入
○図書館利用者へのアンケート調査の実施、分析
○北海道図書館振興協議会等との連携による職員のスキルアップ

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

上半期

○家読パンフレットの作成・配布
○読書通帳の導入
○図書館フェスティバルの開催

下半期

○読書感想文コンクールの実施
○図書館まつりの開催

通年

○学校との連携による家読の推進
○図書館利用促進につながるイベント開催
○図書展示等による読書啓発

H27年度とH28年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

達成度・効果度

実施内容

○家読パンフレット、読書通帳の発行準備
○図書館友の会などのボランティア団体と連携したイベントの開催
○季節に合わせたものや趣向を凝らしたものなど、様々な図書展示によ
る読書啓発

Ｂ

成果等

○年内の発行に至らなかったが、読書通帳に対する図書館協議会等から
の意見をいただき、地域にあった通帳発行の準備を進めることができ
た。
○イベントや展示を通じて情報発信・読書啓発を行うことができた。

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

教育関係施設のリニューアル

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

青少年科学館管理運営事業 科学振興課

　青少年が、科学現象の不可思議への好奇心を発端として、科学に対する関心と探究心を育てていく機
会と場を提供することを目的として本事業を行う。

行動目標
○科学館・水族館の一元化及び展示室改修
○環境学習支援事業の推進

今後の取組

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題
　展示コーナーの集約や出入口の切替等、科学館・水族館が一体となった施設及び付帯設備の更新を行
うとともに、ツアーや団体等入館者の増加に向けた取組が必要となっている。

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策

成果目標

○一元化の推進による利便性の増進
○南極観測60周年記念事業の実施

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○南極展示物の整理

上半期
○南極観測60周年記念事業の実施
○高圧受電設備切り替え更新工事の実施

下半期
○第1次越冬隊員寄贈本の整理

　体験型展示物を開発及び導入することにより入館者のニーズ及び利便性の向上を図る。

事業費（決算）
（単位：千円）

17,216千円 8,963千円 21,414千円 8,955千円

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

H27年度とH28
年度の決算額の大
幅な増減があった
場合の理由

○工事請負費で12,061千円の増額となったため。（12,331千円）

達成度・効果度

実施内容

6～9月　　南極観測60周年記念事業
8～12月 　高圧受電設備切替更新工事
9月　　　　雪上車の機械遺産への申請
2月　　　　投影展示ビデオ「南極の生活」への変換

Ａ

成果等

○入館者数　平成27年度 39,373人→平成28年度 38,669人（南極観測
60周年記念事業期間中　平成27年度 15,369人→平成28年度16,125
人）
 平成27年度はシルバーウィーク期間に入館者の増大があったため、全体的
には減少しているが、南極観測60周年記念事業中の期間で比較すると 756
人の増加となる。
○プラネタリウム利用者数平成27年度 6,094人→平成28年度 7,025人

Ｂ

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった
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分野

政策

総合計画施策

当該事業名 担当課

事業目的

　周辺海域に生息する水棲生物の生態を直に見ることができる機会と場を提供することによ
り、青少年が野生動物と自然環境に対する興味と関心を更に深めていく一助とすることを目的
として本事業を行う。

教育関係施設のリニューアル

活気あふれる学びの場づくり

施策1-3-1　学ぶ心の育成を推進します

水族館施設維持管理事業 科学振興課

行動目標

○科学館・水族館の一元化のための工事
○水族館の展示改修
○環境学習支援事業の推進

事業費（決算）
（単位：千円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度（予算）

30,772千円 18,820千円 22,437千円 11,281千円

成果目標

○一元化のための施設工事
○企画展示等の充実

事業内容
（ｽｹｼﾞｭｰﾙ）

通年
○企画展示の開催
○施設設備の更新

上半期

○企画展示「海を彩る生き物達」（4月～5月）
○南極観測60周年記念事業「極地の生き物パネル展示」（7月～8月）
○絵画コンクール（7月～8月）

下半期
○高圧受電設備の一本化（12月）
○野外照明設置（12月）

今後の取組

　施設・設備の更新工事及び修繕等。

　飼育設備の整備、雨漏り等を含めた屋上を利用した改修案を検討及び策定。

H27年度とH28年
度の決算額の大幅
な増減があった場
合の理由

○科学館・水族館の高圧受電設備の更新工事による工事請負費分で10,412千円の増額となっ
たため。

達成度・効果度

実施内容

○南極観測60周年記念事業「極地の生き物パネル展示」（7月～8
月）　　　　　　　　　　　　○絵画コンクール　（7月～8月）
○高圧受電設備の一本化（12月）
○野外照明設置（12月）

Ｂ

成果等

○入館者数　平成27年度　39,373人　平成28年度　38,669人
前年比　704人減
○企画展示入館者数（7月～8月）期間比較　平成27年度 15,369人
平成28年度　16,125人　前年比　756人増

Ｂ

現　　　　状　　　　の　　　　課　　　　題

　A：目標以上の取組を実施した　　B：一定程度取り組んだ　　C：目標に及ばなかった

改　　　　　　　　　善　　　　　　　　　策
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Ⅳ 学識経験者の意見 

 

【 安藤 友晴 氏 】 （稚内北星学園大学 情報メディア学部学部長） 

 

１  総 評 

  稚内市教育委員会による平成 28 年度稚内市教育委員会活動状況及び点検・評価に 

 対し、妥当であると結論する。 

  稚内市教育委員会の活動状況については、教育委員会会議および総合教育会議は適 

 切な時期に適正に開催され、必要な議決がなされていると判断できる。 

  また、教育委員が教育現場の状況を理解し、職務遂行に必要な知識を習得するよう 

 尽力していると判断できる。 

  稚内市教育委員会による評価が行われた 19 事業については、適正な自己評価がな 

 されていると判断できる。 

  以上により、平成 28 年度稚内市教育委員会活動状況及び点検・評価が妥当である 

  と結論した。 

  平成 28 年度における教育委員および関係各位のご尽力に敬意を表したい。 

  引き続き、「家庭教育」「学校教育」「社会教育」の個々を充実させるとともに相互 

 の連携をはかり、社会の発展に資することを期待したい。 

 

２  事業の点検・評価に対する意見 

（１）教育委員会の活動状況について 

  平成 28 年度には、教育委員会会議は定例会と臨時会を含め 14 回開催されている。 

  また、総合教育会議は１回開催されている。これらの会議は定期的に開催され、諸 

 課題についての審議もしくは報告が適切になされていると判断できる。 

  教育委員にとって、必要な知識を有し、教育現場の現状を理解することは職務遂行 

 の上での前提条件である。平成 28 年度には、教育委員は４校の学校視察訪問を行っ 

 ている。その他の活動として、教育委員は研修会の参加や他の自治体の教育委員会と 

 の意見交換を通して、職務遂行に必要な知識の習得に努めている。 

  また、学校行事への参加など、教育現場の状況に理解を深める活動を行っている。 

  このように、知識獲得と現状理解に関わる取り組みは適切になされていると判断で 

 きる。 
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（２）事業に対することについて 

  19 事業のうち、８事業について意見を述べる。 

 ① 「放課後学力グングン塾開催事業」について 

  対象校の 64.9%児童が参加し、半数以上の児童が「今までわからなかったことがよ 

 くわかるようになった。」と回答したことは大変喜ばしいことである。加えて、標準 

 学力テストで３年生の正答率が向上したことについても、本事業の貢献の可能性が推 

 察できる。以上により、本事業は児童の学力向上に貢献していると判断でき、実施内 

 容・成果等がともに「Ａ」評価であることは妥当である。 

  今後は、本事業に参加した児童の学習習慣の継続と、不参加となっている児童の参 

 加を促す工夫を期待したい。本事業では稚内北星学園大学で教職を志望している学生 

 も指導助手を務めており、本学としても今後も主体的に関わっていきたいと考えてい 

 る。 

 ② 「北方記念館管理事業」について 

  稚内市や宗谷管内および周辺地域の郷土資料を保存および展示し、地域住民の文化 

 向上をはかる施設として、北方記念館の重要性は高い。 

  全国樺太連盟から貴重な資料を譲り受けるともに、樺太関係者からの聞き取り調査 

 を実施するとともにアーカイブ化することは、稚内市にとってはもちろんだが、世界 

 史的にも意義深いことであり、高く評価できる。 

  今後は、本市が既に所有している樺太関係資料と今回の寄贈資料とを組み合わせて 

 有用性の高い樺太資料を構築するとともに、樺太関係者からの聞き取り調査の結果を 

 適切にアーカイブ化していくことを期待したい。 

 ③ 「青少年科学館管理運営事業」および「水族館施設維持管理事業」について 

  これらの事業は、市民、とりわけ児童生徒の科学への関心を高めることに資するも 

 のである。施設が老朽化していくなかで、科学館・水族館の一元化や展示方法の見直 

 しによって、年間を通した入館者数は若干減少しつつも、「南極観測 60周年記念事業」 

 の期間中の入館者が増加したことは評価できる。 

  今後は、施設の改修計画を進めるとともに、展示方法の一層の見直しを検討してい 

 ただきたい。例えば、市立図書館に所蔵している資料と連動した展示など、他の社会 

 教育施設との連携が考えられる。 

 ④ 「子育て推進事業」について 

  「子育ての日事業」・「子ども会議」・「子育て講演会」・「全市子育て交流研修会」な 
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 どの事業について、当初の目標通り成果を積み重ねていることは評価できる。 

  一方、教育講演会において、メディアへの意識の高まりと規則正しい生活への関心 

 が高まったことについて評価できる。一方で、児童生徒は今後の人生の中でスマホや 

 ネットを使用することは避けられないことであろう。そのため、ネットやスマホの利 

 用を「避ける」「減らす」だけでなく「安全に使う」「有効に活用する」といった視点 

 からの指導を増やす必要があると思われる。 

 ⑤ 「学校給食地場産物提供事業」について 

  児童生徒が地域社会について学ぶうえで、食育は有効な手段であると考えられる。 

 そのため、本事業は極めて有効性が高いと評価できる。 

  給食センターには、加工した食材でなければ調理できないという制約があるものの、 

 今後も引き続き実施していただきたい。 

  また、給食で提供された食材および関連する産業に関して調べ学習を行うなどの授 

 業展開を組み合わせることで、さらに充実した事業に発展しうると思われる。 

 ⑥ 「社会教育推進事業」について 

  本事業の課題に「「稚内学」では地元稚内を語ることができる人材が恒常的に不足 

 しているとともに、ここ数年は講話の題材が出尽くしていることも課題とされる」が 

 挙げられている。この点については、産業界から人材を募ってはいかがか。稚内北星 

 学園大学では地域社会で活躍している人を授業に招き、ゲストスピーカーとして現場 

 での体験を語ってもらうことが多い。現場での実体験に裏打ちされている彼らの話は 

 とても興味深く、学生からの評価も上々である。 

  本市においても、「稚内学」のような枠組みで、産業界の現場の話を聴くような講 

 座があれば、市民の産業に関する理解が深まり、そのことがまちづくりに繋がってい 

 くものと思われる。 

 ⑦ 「図書館活動事業」について 

  子どもの読書活動の推進に関わる事業が進んでいることは評価できる。 

  従来から本市では、学校図書館協力員制度など、児童生徒の学習と図書館を結びつ 

 ける活動が盛んであるが、学校はもとより、北方記念館・水族館・青少年科学館等の 

 社会教育施設との連携を工夫するなど、より一層の充実を求めたい。 

 ⑧ 「平和マラソン・平和駅伝開催事業」について 

  フルマラソン大会の実施に向けて、コース測定、基本計画の策定、道内大会の視察 

 などの準備が進んでいることは評価できる。 
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  今後も、大会実施に向けての十分な準備を進めるとともに、全国各地からの参加者 

 が稚内に対して好印象を持てるような「もてなし」について検討していただきたい。 

 

 

 

【 舘野  薫 氏 】 （稚内市校長会 会長） 

 

１ 総 評 

 平成 27 年４月１日改正施行の「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第１ 

条の３に基づき平成 28 年 12 月 18 日に「稚内市の教育大綱」（平成 28 年～平成 30 年） 

が示された。 

 基本方針では、「第４次稚内市総合計画後期基本計画」における教育分野の施策を 

基本としながら「家庭教育」、「学校教育」、「社会教育」の３つの視点から基本方針を 

定めている。 

 大綱に基づいた教育委員会の活動全般については、計 14 回にわたる教育委員会会 

議の開催、総合教育会議、教育委員の学校視察訪問、各種研修会や学校行事への参加 

などを精力的に進めている。 

 平成 28 年度に実施した教育委員会の重点取組及び、「平成 28 年度教育行政執行方 

針」の施策の中から選定された 19 の事業、また教育委員会の開催状況については、 

本市における歴史ある子育て運動に立脚した教育の推進に向けて教育委員会の尽力 

がうかがえる。 

 それぞれの事業についての点検評価は、妥当であると判断する。 

 稚内市の継続的な発展において、「人づくり」の根幹である教育の果たす役割は大 

きく、平成 28 年度の教育委員並びに関係者の献身的な努力には敬意を表する。 

 今後、小学校・中学校において新指導要領の全面実施という節目を迎えるが、引き 

続き、関係各位の連携の強化と稚内市の発展に資する活動の展開を期待したい。 

 

２ 事業の点検・評価に対する意見 

（１）教育委員会の活動状況について 

  平成 28 年度においては、教育委員会会議が 14 回開催されている。 

  また、総合教育会議も１回開催されており案件についての慎重な協議、報告がされ 
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 ていると判断される。 

  教育現場の抱える課題を的確に把握すると言う点での学校視察訪問も４回実施し、 

 ５校訪問されている。 

  授業参観や教職員との懇談を通じてそれぞれの学校経営の状況や課題、要望を把握 

 し、教育行政に反映するという目的を達成していると判断する。 

 

（２）各事業の点検評価に関する意見 

 ① 放課後学力グングン塾開催事業 

  平成 28 年度は４校で 318 名（64.9％）の参加があり、アンケートによると「今ま 

 でわからなかったことが、よくわかるようになった」という児童の割合が３年生で 

 60.1％、４年生で 55.4 パーセントを占めた。 

  このことは、通常の授業で理解が曖昧だった子どもをかなりの確立で救済している 

 ことを示しており、この事業の目的が高いレベルで達成されていると判断ができる。 

  事業の継続を期待すると同時に、各校での指導のあり方について、授業との区別と 

 関連を明確にしていく協議が必要であろう。 

 ② 子育て推進事業 

  稚内市が全国に誇る「子育て平和都市宣言」に立脚した事業であるが、限られた予 

 算の中で多様な活動の展開が進められている。 

  とりわけ 28 年度は、「子育て平和都市宣言」から 30 周年の節目を向かえ、歴史を 

 振り返り子育ての財産を再確認できた平間信雄氏の子育て教育講演会や、新たな課題 

 となっているネット・スマホ・ゲームについての川島隆太氏の教育講演会などが開催 

 され、全市的な意識高揚に大きく貢献した。 

 ③ 教育相談・不登校対策事業（子どもの貧困問題） 

  全国的な課題である子どもの貧困問題については、本市においても稚内市教育連携 

 会議の開催、プロジェクト会議の設置など精力的な活動が展開されている。 

  また、４地区（北・南・東・潮見）におけるネットワークプランもその規模と範囲 

 を拡大しつつ内容の充実が図られている。 

  今後も広く市民の参加と意識の向上を図る必要がある。 

 ④ 平和マラソン・平和駅伝開催事業 

  平和マラソンについては、フルマラソンの部を加えたリニューアルが進められてい 

 る。「最北」という全国的にも注目されるネームバリューを持つ大会としてのスター 
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 トが大いに期待される。 

  自分たちの郷土に競技性の高いフルマラソンが開催される教育的意義は大きく、児 

 童生徒の体力向上や市民の生涯体育の意識向上への影響は計り知れないと考える。 

  同時に、大韓航空機撃墜事件をきかっけに世界の恒久平和を願う意味で、全国に発  

 信された「子育て平和都市宣言」の趣旨を失わない大会のあり方も求められるであろ 

 う。 

 

  

 

 

 

-32-


